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Ⅰ　団体の概要
（平成31年4月1日現在）

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）

１ 団体の設立目的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

３ 団体を取り巻く環境

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 静岡県住宅供給公社

所　　在　　地 静岡市葵区追手町9番18号 設立年月日 昭和40年11月1日

代　　表　　者 理事長　矢野　弘典 県 所 管 課 くらし・環境部　住まいづくり課

運営する施設

・静岡県営住宅（142団地）【管理代行】
・市町営住宅（掛川市13団地、袋井市６団地、小山町11団地）【管理代行】
・再開発住宅等（掛川市２団地、袋井市４団地）【指定管理】
・都市再生機構住宅（県内２団地）【管理受託】
・富厚里団地簡易水道施設、足久保団地下水道施設【管理運営】

団体ホームページ  http://www.sjkk.or.jp

出資者 出資額（千円） 比率（％） 役職員の状況（人）

静岡県 10,000 66.7  常勤役員 1  常勤職員 45 

静岡市 2,000 13.3  うち県OB 1  うち県OB 0 

浜松市 2,000 13.3  うち県派遣 0  うち県派遣 1 

沼津市 1,000 6.7  非常勤役員 5  非常勤職員 15 

役員 計 6 職員 計 60 

基本財産（資本金） 計 15,000 100.0

区　分 内　　　　容

設立に係る根拠法令等 地方住宅供給公社法

団体の沿革
昭和28年10月　前身である(財)静岡県住宅公社設立
昭和40年６月　地方住宅供給公社法が公布・施行
昭和40年11月　静岡県住宅供給公社設立　(財)静岡県住宅公社の住宅・宅地供給部門を引き継ぐ

住宅を必要とする勤労者に対し、住宅の積立分譲等の方法により居住環境の良好な集団住宅及びそ
の用に供する宅地を供給し、もつて住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とす
る。

・主要事業である県営住宅など公営住宅等の管理を通じ住宅セーフティネットの一翼を担い、住宅行政
の補完機関としての機能を果たす。
・県営住宅に加え市町営住宅の管理を行うことにより、公営住宅等管理における県全体の効率化・最
適化に取り組む。

　団体を取り巻く社会
　経済環境の変化や
　新たな県民ニーズ

　民間住宅市場の成熟化や、少子高齢化の進展による人口減少社会の到来
などの社会状況を背景として、住宅や宅地の新規供給に関して公社の役割は
終えた。一方で、公営住宅を中心にセーフティネットとしての住宅確保について
は、高い社会的ニーズがある。公社が主要業務と位置づける公営住宅管理に
おいては、増加が著しい高齢者や外国人入居者に対する支援の推進や、県全
体の効率化・最適化を図ることが期待されている。

 行政施策と団体活動
 との関係（役割分担）

　県は県営住宅の整備や、家賃滞納者に係る法的措置等、管理の総括を担う
一方で、公社は入居決定や同居承認など県の権限の一部を代行する事務を
はじめ、入居者募集、住宅修繕、点検業務等、幅広く県営住宅の管理を代行す
ることにより、住宅行政を代替・補完する公益性の高い役割を担っている。

 民間企業や他の団体
 との関係（役割分担）

　県営住宅及び市町営住宅等について、主として県・市町の権限の一部（入居
者決定等）を代行する「管理代行制度」により管理を受託しているが、管理代行
を行う資格を有するのは地方公共団体及び住宅供給公社に限定されている。
（公営住宅法第47条）
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４ 事業概要

５ 事業成果指標

６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

（単位：千円 ）

区分 事業名 事業概要 H30 決算 Ｒ１ 予算

合　　　計 2,449,385 2,477,394

目標（上段）及び実績（下段）

評価

（H28)99.0％ （H29)93.0％ （H30)93.0％ 92.0％以上

91.71% 91.88% 91.74% （Ｒ元年度）

13 12 12 12

12 12 14 （Ｒ元年度）

※評価　…　Ａ：目標達成　　Ｂ：目標未達成　　Ｃ：目標未達成（乖離大）

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

　事業成果指標２項目のうち、県営住宅入居
率は目標を1.26ポイント下回っており、入居
募集時により効果的な広報を行い県民に周
知するなど入居率向上を図ることが課題であ
る。高齢者支援事業(県営住宅等における高
齢者ふれあい生活支援事業)実施団地数は
目標を達成しており、事業成果は「良好」と評
価できる。
　また、県営住宅、都市再生機構住宅の管
理運営を引き続き適確に実施するとともに、
入居者の高齢化問題に対応するため「高齢
者ふれあい生活支援事業」のほか、「高齢者
テレフォン安心サービス」による安否確認、
団体・企業等26者との協働による「高齢者見
守りネットワーク」の構築、高齢者の引き籠り
防止等を図るための「血圧測定運動」、「ミニ
図書館の設置」、「集会所への車椅子贈呈」
などに取り組み、県民の福祉向上に寄与し
た。
　なお、平成29年度から掛川市・袋井市、平
成30年度から小山町の公営住宅等の管理を
受託し、公営住宅管理における県全体の効
率化、最適化を図っている。

○

　県営住宅の入居率は、僅かながら目標に
達していないことから、毎月募集の実施や効
果的な広報に努める等、引き続き入居率向
上に取り組む必要がある。
　一方、高齢者支援に関しては、指標に掲げ
る「高齢者ふれあい生活支援事業」の実施に
とどまらず、これまで培ったノウハウを活かし
た様々な手厚いサービスを実施しており、県
営住宅を始め、市町営住宅や都市再生機構
住宅等の入居者に対するサービス向上が図
られていると認められる。

県委託 県営住宅管理事業 県営住宅の管理、修繕、滞納整理業務を受託 2,085,159 2,046,545

市町委
託

市町営住宅管理事
業

市町営住宅等の管理、修繕等業務を受託 116,775 113,526

その他
委託

都市再生機構住宅
管理事業

都市再生機構（UR）が所有する住宅の管理、修
繕、滞納整理等業務を受託

194,548 270,334

自主事
業

定期借地権付土地
管理事業

過去に実施した定期借地権付分譲宅地の地代回
収業務（令和35年度完了予定）

10,696 10,569

自主事
業

割賦債権管理事業
過去に公社が建設した建物代金の回収業務
 （令和17年度完了予定）

23,222 17,300

自主事
業

その他の事業 災害型飲料自動販売機の設置等 741 670

自主事
業

簡易水道等事業
過去に公社が建設した2団地の簡易水道及び下水
道施設の管理業務

18,244 18,450

指標の名称（単位）
目標値
（年度）H28 H29 H30

県営住宅の入居率（翌年度4月1日
現在）（％）

Ｂ

高齢者支援事業(県営住宅等における高
齢者ふれあい生活支援事業)実施団地数
(か所)

Ａ
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７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

　時代の変遷に合わせ平成14年度からは新
規分譲事業を廃止し、現在は県営住宅の受
託管理などを中心とした業務形態に移行して
いるが、これまでのノウハウを活かし適確か
つ効率的な管理を行うなど、住宅行政におけ
る代替補完機関としての機能を発揮してい
る。
　なお、県・市町の権限の一部(入居者決定
等)を代行する「管理代行制度」により県営住
宅及び市町営住宅の管理を受託している。
管理代行を行えるのは地方公共団体及び住
宅供給公社に限定されている。(公営住宅法
第47条)

○

　公社は勤労者に対する住宅・宅地の供給
により、住民生活の安定と社会福祉の増進
に寄与することを目的に設立された団体であ
る。
　しかし、時代の変遷とともに公社の役割を
見直し、現在は、県の権限の一部(入居者決
定等）を代行する「管理代行制度」による県
営住宅の管理など、県の住宅行政を代替・
補完する公益性の高い役割を担っている。
　平成29年度からは、一部の市町からも公営
住宅の管理を受託しており、今後も、適切な
範囲で受託を拡大していくこととしている。公
営住宅管理の県全体の効率化・最適化を図
ることを念頭に置けば、受け皿となり得る団
体は、当該公社のみである。
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８ 団体改革の進捗状況（過去の行財政改革推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

対応状況

団体記載 県所管課記載

県内の住宅の供給状況に応じ
た見直しを継続

○

　住宅・宅地の新規供給に係る
事業は役割を終えた清算事業
として縮小・廃止の方針で、県
営住宅等の受託管理を中心と
する業務形態に移行している。

○

　清算事業と主要事業を整理
し、今後も安定的な経営が継
続できるよう、中長期計画にも
盛り込んでいる。

滞納対策についての強化
○

　県委託により徴収嘱託員15
人、補助事務員１人を雇用し、
滞納者への督促・納入指導
（H30年度臨宅14,366件、面接
8,629件）を実施。
　家賃滞納額は平成23年度か
ら減少に転じ、平成30年度は
189,026千円と、平成29年度に
比べ13,244千円減少した。

○

　徴収嘱託員が県職員と連携
して初期滞納者を中心とした
滞納整理を実施し、平成23年
度以降の滞納額の減少に大き
く寄与している。

高齢者福祉部門などとの連携 ○

　高齢者テレフォン安心サービ
ス(安否確認)のほか、26年度
から県・市町の福祉部局、地域
包括支援センター、警察署等と
連携し、高齢者ふれあい生活
支援事業(講座、相談会を開
催)を開始、27年度から新聞配
達、電気・ガス事業者など26事
業者と「高齢者を見守る協定」
を締結し、県営住宅等入居者
の異変を公社に連絡する体制
を整備。
　また独自事業として、高齢者
の健康管理や引きこもり防止・
居場所づくりのため、血圧測定
運動(H27～)、ミニ図書館の設
置(H29～)、集会所への車椅子
贈呈(H30～)を行うとともに、コ
ンビニ移動販売の取り次ぎ
(H29～)を行い、買い物難民と
なりつつある高齢入居者支援
に取り組んでいる。

○

　行政の福祉担当部局や地域
包括支援センター等との連携
により各種事業を実施するほ
か、民間事業者と「高齢者を見
守る」協定を締結する等、高齢
者の孤立化防止と安心して暮
らせる環境づくりに寄与してい
る。
　さらに、独自事業として、血圧
測定運動やミニ図書館の設置
にも取り組むなど、これまで
培ったノウハウを活かして、高
齢者に対する支援の推進に努
めている。

市町事業の受託等による県・
市町通じた効率化の推進

○

　29年度より掛川市・袋井市、
30年度より小山町から市町営
住宅管理業務を受託した。
　引き続き、市町営住宅の管
理拡大を進め、県全体の効率
化、最適化に取り組む。

○

　県営住宅管理を通して構築さ
れた組織体制を活かし、ス
ケールメリットが発揮されるよう
適正な範囲で管理受託を進め
ている。今後も、複数の市から
の管理受託が見込まれてい
る。

行財政改革推進委員会意見
（経営健全性に係るもの以外）
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Ⅲ　点検評価（経営の健全性）

１ 財務状況

 単年度収支　　　

 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収入計

 事業費用

 事業外費用

 特別損失

 支出計

（ 単位：千円 ）

評価

(d-h) 160,169 127,771 58,155 A

(a+b-e-f) 89,770 73,502 58,147 A

公益目的事業会計 ―

収益事業等会計 ―

法人会計 ―

 剰余金 1,193,537 1,321,308 1,379,463 A

※評価　…　Ａ：プラス　　Ｂ：特別な要因によるマイナス　　Ｃ：マイナス

主な増減理由等

 資産 4,074,306 3,437,706 3,319,453 2,775,964 

 流動資産 1,918,550 1,641,415 1,730,250 現金・預金の増加 1,309,588 

 固定資産 2,155,756 1,796,291 1,589,203 割賦債権管理事業の縮小 1,466,376 

 負債 2,865,769 2,101,398 1,924,990 1,424,850 

 流動負債 1,003,620 603,121 631,632 未払金の増加 324,822 

 固定負債 1,862,149 1,498,277 1,293,358 割賦債権管理事業の縮小 1,100,028 

 正味財産/純資産 1,208,537 1,336,308 1,394,463 1,351,114 

 基本財産/資本金 15,000 15,000 15,000 15,000 

 剰余金等 1,193,537 1,321,308 1,379,463 当期利益分の増加 1,336,114 

 運用財産 0 0 0 0 

(a) 2,568,982 2,922,764 2,449,385 機構住宅等受託費の減少
借上賃貸住宅管理事業の終了

2,477,394 

うち県支出額 1,949,825 2,114,167 2,085,159 県営住宅管理委託費の減少 2,046,545 

(県支出額/事業収益) (75.9%) (72.3%) (85.1%) (82.6%)

(b) 33,307 16,381 24,803 割賦債権貸倒引当金戻入の増 9,461 

うち基本財産運用益 2 2 2 2 

(c) 70,399 54,269 8 
借上賃貸住宅管理事業終了
による貸倒引当金戻入の減

0 

うち基本金取崩額 0 0 0 0 

(d=a+b+c) 2,672,688 2,993,414 2,474,196 2,486,855 

(e) 2,505,389 2,859,707 2,411,261 2,467,627 

うち人件費 315,792 327,065 305,610 
事業終了・縮小に伴う職員数
減、時間外勤務縮減等

304,352 

(人件費/事業費用) (12.6%) (11.4%) (12.7%) (12.3%)

(f) 7,130 5,936 4,780 
割賦債権長期滞納債権支
払利息の減

1,884 

(g) 0 0 0 0 

(h=e+f+g) 2,512,519 2,865,643 2,416,041 2,469,511 

収支差 (d-h) 160,169 127,771 58,155 17,344 

区　　　　分 H28 決算 H29 決算 H30 決算 備考（特別な要因等）

健
全
性
指
標

区　　　　分 H28 決算 H29 決算 H30 決算 Ｒ１ 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入
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２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ 赤字の要因（前年度の単年度収支、経常損益が赤字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

５ 団体改革の進捗状況（過去の行財政改革推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

　バブル崩壊による景気悪化に伴い、平成9年度決算が赤字となったことから、平成12年3月に第一次
経営改善計画を策定し、以降、第三次経営改善計画の最終年となる平成29年度まで経営改善に取り
組んできた。
　この間、事業別収支管理を実施しながら、公営住宅等管理事業を主要事業として継続、住宅・宅地
の新規供給事業等は役割を終えた清算事業として縮小・廃止してきた。
　なお、平成29年度には新たに市町営住宅管理事業を受託することにより安定的な財源確保に取り
組んだ。
　また、平成30年度には令和9年度までの10年間を計画期間とする新たな経営計画を策定し、引き続
き健全経営の維持に取り組んでいる。
　その結果、平成15年度から平成30年度まで16期連続で経常黒字を確保するなど、経営改善が着実
に進んでいると評価できる。

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

　平成30年度の経常損益及び単年度収支
並びに剰余金が全てプラス（A評価）となって
おり、経営は良好と評価できる。
　経常損益は平成15年度から平成30年度ま
で16期連続して黒字を維持しており、剰余金
も必要十分な額を確保（平成30年度末時点
で13億７千万円余）しており、当面経営状況
が悪化する恐れはない。
　また、借上賃貸住宅管理事業や割賦債権
管理事業など、過去に実施した住宅・宅地
新規供給に係る清算事業の縮小・終了によ
り、全体の事業規模は減少傾向にあるが、
安定した収益が見込まれる県営住宅など公
的住宅管理を主要事業にシフトしつつ継続
実施しており、経営の安定化が進んでいる。

○

　平成29年度をもって構造的な赤字事業で
あった借上賃貸管理事業が終了し、過去の
住宅・宅地新規供給事業による割賦債権も
精算に向け順調に縮小している。
　公社事業が全般的にスリム化する中、主
力事業である県営住宅管理に加え、平成29
年度から開始した市町営住宅管理事業は
確実に利益が確保できており、安定的な経
営に寄与している。なお、平成30年度には
新たに小山町からも、町営住宅の管理を受
託している。
　経常収支の黒字の維持と十分な剰余金の
確保が図られており、健全な経営が保たれ
ている。

対応状況

団体記載 県所管課記載

行財政改革推進委員会意見
（経営健全性に係るもの）

1-6



Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営方針（団体記載） 団体の方針に対する意見等（県所管課記載）

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意見等（県所管課記載）

・県営住宅の入居率向上を図るため、社内にプロ
ジェクトチームを編成し、入居率低下の分析及び
入居率向上策の検討を行い、当面の対策として戦
略的広報を実施するとともに、施設の改善や制度
の改正に関する改善について県に提案する。
・県全体の公営住宅管理の効率化、最適化を進
めるため、令和２年度から新たに３市の市営住宅
管理業務を受託できるよう、関係市との協議・調
整を進める。
・Ｈ30年度末で正規職員１名が退職したことから、
適確な業務執行体制を確保するため、退職者不
補充を解消し正規職員１名を採用。

　県営住宅の入居率向上については、新聞や不
動産情報誌への広告の掲載の他、人が集まりや
すいスーパーマーケット等の商業施設にポスター
を掲示するなど、引き続き効果的な広報に努める
必要がある。
　市町営住宅の管理受託については、経営上の
安定的な財源として、今後も適正な範囲で拡大
し、スケールメリットを発揮して効率化を進めてほ
しい。
　職員については、引き続き、業務量に応じた適
正な人員管理に努める必要がある。

　高齢者等入居者の生活支援など質の高いサー
ビスの提供により、安全・安心で快適な住環境の
実現を図るため、公社の事業を継続・発展させて
いく。

【経営方針】
１　快適な住環境の提供
○主要事業である県営住宅等の管理は、入居す
る高齢者、外国人、障害のある方に対する生活支
援事業を充実し、サービスの向上を図る。
○市町営住宅の管理も、県営住宅管理で得たノ
ウハウを活かし、生活支援事業を開始するなど
サービスの充実を図る。
○地域や利用者のニーズを把握し、県及び市町
に提案や情報提供を行うことにより、公営住宅等
の機能拡大と住環境の向上を図る。
○施設の維持・修繕を計画的かつ迅速に対応す
るなど、適確な施設管理を実施する。

２　健全経営の維持
○経常利益の黒字を継続し経営の安定化を図
る。
○事業別収支管理を行い、事務経費の削減など
コストダウンに取り組み、利益率の向上や損失の
縮小を図る。
○市町営住宅管理の受託を拡大し、安定的な財
源の増額を図る。
○簡易水道等事業など「清算事業」のリスクに対
応するため、剰余金の増額を図る。

３　業務量に即した組織体制の確保
○公社の事業を継続して実施するため、業務の量
及び内容に即した職員を配置する組織体制を確
保する。
○長期の事業計画及び収支見込を踏まえ、正規
職員及び嘱託員の定員を管理する。

　H30～R9年度を計画期間とする住宅供給公社経
営計画に基づき、経営の健全性を確保しつつ、公
営住宅入居者の安全・安心で快適な住環境の実
現を図るため、着実に事業を推進する必要があ
る。
　経営方針の「快適な住環境の提供」に関しては、
県営・市町営住宅の入居者に対する質の高い生
活支援の提供というソフト面と、適切な施設の維
持・修繕というハード面の両面から、バランス良く
資源を投入し、満足度の向上につなげていただき
たい。
　「健全経営の維持」に関しては、県営住宅及び市
町営住宅管理による安定財源の確保に努めると
ともに、割賦債権管理事業に係る一層のコスト縮
減を図る等、今後も十分な健全性が保たれるよう
留意願いたい。
　また、「清算事業」のうち簡易水道等事業には、
施設の老朽化が進行する等の潜在的リスクを内
包していることから、市等への移管を目標に、当
面、適確な維持・修繕に努める必要がある。
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Ⅴ　組織体制及び県の関与

１ 役職員数及び県支出額等

２ 点検評価（団体記載）

３ 点検評価（県所管課記載）

（単位：人、千円）

区　分 H28 H29 H30 Ｒ１ 備考（増減理由等）

常勤役員数 1 1 1 1

うち県派遣

うち県ＯＢ 1 1 1 1

常勤職員数 44 46 45 45

うち県派遣 1 1 1 1

うち県ＯＢ

県支出額 1,949,825 2,114,167 2,085,159 2,046,545

補助金

委託金 1,949,825 2,114,167 2,085,159 2,046,545 ※税抜

その他

県からの借入金 0 0 0 0
県が債務保証等を
付した債務残高 0 0 0 0

※役職員数は各年度４月１日時点、県支出額は決算額（当該年度は予算額）、借入金・債務残高は期末残高

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

 定員管理の方針等を
 策定し、組織体制の
 効率化に計画的に取
 り組んでいるか

○

　平成12年度から平成29年度まで、正規職員の退職に対して職員の新
規採用による補充はしない方針を堅持し、嘱託員（再雇用含む）の活
用、組織体制の見直しや業務の効率化等により対応してきた。29年度
には建築基準法改正により義務付けられた点検業務を県から受託した
こと、新たに市営住宅管理を受託したことによる業務量増加を嘱託員３
人(※1人は5月採用)の増員により対応、30年度には29年度末の借上賃
貸住宅管理事業終了による業務量減少を嘱託員2人減員により対応し
た。
　令和元年度以降については、平成30年６月に策定した「静岡県住宅供
給公社経営計画（H30～Ｒ9）」に基づき、業務量の増減に応じ必要とな
る職員数を計画的に確保していくこととしている。

 常勤の役員に占める
 県職員を必要最小限
 にとどめているか

○

　平成23年度から２名(理事長、常務理事。県OB)であった常勤役員を１
名(常務理事。県OB)に減らした。また、平成26年度から常務理事の採
用方法を公募(結果県OBを採用)とする等、常勤役員に占める県職員の
最小限化に努めている。

 常勤の職員に占める
 県からの派遣職員を
 必要最小限にとどめ
 ているか

○
　県との連携を強化し業務を円滑に推進するため、県派遣職員を1人の
み配置している。

 県からの派遣職員に
 ついて、必要性、有効
 性が認められるか

○

　経営計画の着実な推進を図るため、県職員を派遣している。
　住宅行政の代替・補完機関として公益性の高い業務を実施しており、
県との連携を強化し業務を円滑に推進するためにも、当該派遣の必要
性が認められる。

 県からの補助金等の
 支出や借入金等につ
 いて、必要性、有効性
 が認められるか

○

　県営住宅の管理・修繕・滞納整理を委託しているが、業務は県の役割
を代替・補完する性格のものである。
　県の権限の一部(入居者決定等）を代行できる「管理代行制度」を活用
可能な団体として、これまでのノウハウを活かして適正な管理を行って
おり、県委託金の有効性が認められる。
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Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組

１ 外部意見把握の手法及び意見

２ 事業やサービスの見直し例

区　分 実施 結果公表 実施内容 主な意見・評価

 ○：実施している／公表している　　―：実施していない／公表していない

・「高齢者ふれあい講座」来場者へのアンケートにより、参加しやすく、参加してためになる情報を得て
もらえるよう、警察、交通安全協会の協力を得て、高齢者を狙う詐欺や交通事故から身を守る方法等
を楽しく学ぶことができる講習会形式での開催方法を取り入れる等、高齢者が求めているものや意見
を把握して改善を図った。
・Ｈ30年度から開催を開始した市町営住宅団地における「高齢者ふれあい講座」では、団地入居者だ
けでなく団地周辺に居住する高齢者にも参加を呼びかけ、地域コミュニティー醸成のきっかけづくりを
図った。

外部評価委員会 ○ -

　ふじのくにづくり支援センターの
諮問機関である評議員会におい
て、住宅公社事業についても外部
有識者の意見を伺っている。

（H30評議員会）
・戦略的な広報が必要。
・公社サービスを県営住宅における
コミュニティー醸成に繋げられない
か。
・県内市町営住宅（政令市を除く）の
管理は公社が一元的に行うべきで
はないか。
・県営住宅に入居する外国人への
支援がエリアのモデルになるよう頑
張ってほしい。

利用者ｱﾝｹｰﾄ ○ -

「高齢者ふれあい生活支援事業
（講座）」来場者へのアンケート
　【主な講座内容】
　・防犯、交通安全
　・防災
　・健康指導
　・消費者被害防止　等

※講座受講者には「高齢者テレ
フォン安心サービス」を説明し、加
入を促している。

【アンケート意見】
・講座が役に立った
・楽しかった
・また参加したい
　　など概ね好評

※アンケートの回答内容に個人情
報等が含まれる場合があるため公
表していない。

利用者等
意見交換会

○ -

①外国人入居者への個別訪問を
行い意見聴取を実施
②団地代表者からの要望事項ヒ
アリングの実施　等

※内容に個人情報等が含まれるこ
とがあるため公表していない。

その他
(　　　　　　　　　)
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